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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 3,020,372 2,159,762 1,148,783 6,357,801 4,220,929 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 201,099 64,657 △348,402 331,241 66,003 

中間（当期）純利益又は 

中間（当期)純損失（△） 
（千円） 111,994 27,151 △641,858 177,453 △277,514 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 435,755 1,182,604 1,182,604 1,182,604 1,182,604 

発行済株式総数 （株） 35,500 156,800 156,800 39,200 156,800 

純資産額 （千円） 1,492,084 2,565,533 1,741,959 3,003,085 2,384,764 

総資産額 （千円） 3,244,470 5,030,385 2,647,561 4,573,420 5,702,836 

１株当たり純資産額 （円） 42,030.56 16,536.78 11,291.85 75,793.00 15,505.62 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金

額（△） 

（円） 3,154.77 173.40 △4,173.33 3,987.98 △1,787.20 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 1,900.00 － 

自己資本比率 （％） 46.0 51.0 65.6 65.7 41.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △587,949 202,367 △162,762 △202,682 △217,516 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △89,061 △115,506 112,355 △1,149,899 △111,406 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △202,852 △288,904 △17,793 1,207,622 △320,517 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 471,745 1,004,606 489,009 1,206,649 557,209 

従業員数 （人） 114 127 150 114 139 



 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第17期中間期および第17期は潜在株式が存

在しないため、第18期中間期は潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため記載しておりません。

また、第18期及び第19期中間期については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失で

あるため記載しておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

５．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６．当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の分割を行っております。 

７．当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき４株の分割を行っております。 

８．第18期中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

９．第18期中間期より「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第17号）の趣旨に鑑み、商社的取引に係る売上高を純額表示により計上しております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 150 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライム問題に端を発する世界的な金融市場の混乱に巻き込ま

れ、円高、株安、債券高に大きく振れました。しかしながら、実体経済への影響を判断する材料に乏しく、電子部品

関連産業の在庫調整一巡や猛暑効果による個人消費の持ち直し等を考慮すれば景気拡大メカニズムが損なわれること

はないと考えられています。 

 以上のような経済環境の中で、IT関連市場は、前会計期間と同様、依然として、競争激化、IT投資のデフレ化から

抜け出せず、厳しい状況で推移しております。 

 このような状況のもとで、当社は通信事業会社及び大手一般企業向けネットワーク運用管理ソリューション及び携

帯電話事業会社向け認証ソリューションの販売を開始し、売上向上を図ってまいりました。結果、当中間会計期間の

売上高は、1,148百万円（前年同期比53.2％）となりました。 

 利益面では営業損失337百万円（前年同期は営業利益64百万円）、経常損失348百万円（前年同期は経常利益64百万

円）、中間純損失641百万円（前年同期は中間純利益27百万円）となりました。 

 セグメント別の営業概況は次のとおりであります。 

① エンタープライズネットワーク事業 

 エンタープライズネットワーク事業では、主要顧客のネットワーク基盤更新案件が堅調でありましたが大手一般

企業向けセキュリティ製品の競争激化で価格低下が影響した為、254百万円（前年同期比35.2％）となりました。 

② ブロードバンドネットワーク事業 

 ブロードバンドネットワーク事業では、携帯事業会社向け認証ソリューションが新たな売上と貢献してきました

が、ブロードバンドサービス向けTangoが前期からの競合品の出現での価格低下が影響した為、430百万円（前年同

期比66.5％）となりました。 

③ ソリューションビジネス事業では、主要顧客の業務システムの更新売上が前期に一巡した為、43百万円（前年同

期比10.7％）となりました。 

④ 次世代ネットワーク事業では、当事業の主要製品であるAnagranフロールータ、NetScoutネットワーク管理製品の

売上が下期以降にズレ込んだ為、18百万円（前年同期比143.4％）となりました。 

⑤ 保守サービス事業 

 保守サービス事業では、販売増加に伴う保守契約が堅調に増加した為、401百万円（前年同期比109.9％）となり

ました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少額2,751百万円、投

資有価証券の売却による収入240百万円、定期預金の払戻による収入122百万円、法人税等の還付70百万円、投資有価

証券の評価損40百万円等の増加要因があったものの、税引前中間純損失414百万円、仕入債務の減少額2,577百万円、

たな卸資産の増加額130百万円、定期預金の預入による支出230百万円等の減少要因があったため前事業年度末に比べ

68百万円減少し、489百万円となっております。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、162百万円（前年同期は202百万円の収入）となりました。これは主に、売上債権

の減少額2,751百万円、法人税等の還付70百万円、投資有価証券の評価損40百万円等の増加要因があったものの、税

引前中間純損失414百万円、仕入債務の減少額2,577百万円、たな卸資産の増加額130百万円があったためでありま

す。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は112百万円（前年同期は115百万円の支出）となりました。これは主に、定期預金の

預入による支出230百万円があったものの、投資有価証券の売却による収入240百万円,定期預金の払戻による収入122

百万円があったためであります。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、17百万円（前年同期は288百万円の支出）となりました。これは主に長期借入金

の返済による支出があったためであります。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 370,302 71.1 

ブロードバンドネットワーク事業 （千円） 121,674 30.8 

ソリューションビジネス事業 （千円） 3,776 1.0 

次世代ネットワーク事業 （千円） 16,276 313.0 

合計 512,030 40.1 

事業部門別 受注高 
前年同期比 
（％） 

受注残高 
前年同期比 
（％） 

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 506,962 59.3 344,913 157.6 

ブロードバンドネットワーク事業 （千円） 345,839 55.4 7,957 73.8 

ソリューションビジネス事業 （千円） 17,375 3.9 4,500 4.1 

次世代ネットワーク事業 （千円） 18,338 143.4 ― ― 

合計 888,514 45.8 357,370 105.2 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

エンタープライズネットワーク事業 （千円） 254,480 35.2 

ブロードバンドネットワーク事業 （千円） 430,529 66.5 

ソリューションビジネス事業 （千円） 43,929 10.7 

次世代ネットワーク事業 （千円） 18,338 143.4 

保守サービス事業 （千円） 401,506 109.9 

合計 1,148,783 53.2 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＮＴＴ東日本（株） 323,186 15.0 227,300 19.8 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月23日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 216,960 

計 216,960 

種類 

中間会計期間末現在発行数 

（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 

（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 156,800 156,800 ジャスダック証券取引所 － 

計 156,800 156,800 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 850 820 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,400 3,280 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 168,347   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

168,347 

84,174 
  同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社の取締役、監査役、

従業員いずれかの地位にある

ことを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職等

その他当社取締役会決議にお

いて正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

  同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 



会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年６月23日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 941 878 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 941 878 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 45,600   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成23年６月30日 
  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

45,600 

22,800 
  同左 

新株予約権の行使の条件 

①本新株予約権の一部行使は

できないものとする。 

②本新株予約権者は、本新株

予約権の行使時において当社

の従業員の地位を有している

ことを要する。ただし、定年

退職、その他当社取締役会決

議において正当な理由がある

と認めた場合はこの限りでは

ない。 

③本新株予約権者の相続人に

よる本新株予約権の行使は認

めない。 

④その他の権利行使の条件に

ついては、その後の取締役会

が定めるものとする。 

  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 譲渡による本新株予約権の

取得については取締役会の決

議による承認を要するものと

する。 

  同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

(5）【大株主の状況】 

（注）上記のほか、自己株式が3,000株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年８月31日 － 156,800 － 1,182,604 △300,000 929,039 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 

津吹 憲男 東京都板橋区 47,424 30.24 

阿部 昭彦 神奈川県横浜市神奈川区 15,296 9.76 

株式会社ネットマークス  東京都港区元赤坂１丁目3-12 13,240 8.44 

ジェーピー モルガン チェース 

バンク 380084 
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LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ,UNITED KINGDOM 
4,430 2.83 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業務室） 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）     

寺田 光弘 千葉県船橋市 4,092 2.61 

桜糀 勲 埼玉県川口市 1,712 1.09 

テリロジー社員持株会 東京都千代田区九段北１丁目13-5 1,303 0.83 

横田 秀樹 東京都世田谷区 1,186 0.76 

新美 竹男 東京都豊島区 768 0.49 

メロン バンク エヌエー トリー

ティー クライアント オムニバス 

ONE MELLON BANK CENTER,PITTSBURGH, 

PENNSYLVANIA 
750 0.48 

（常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行） 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１決済事業

部） 
    

計 － 90,201 57.53 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決

権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 153,800 153,800 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 156,800 － － 

総株主の議決権 － 153,800 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社テリロジー 
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号 
3,000 － 3,000 1.9 

計 － 3,000 － 3,000 1.9 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 51,800 41,000 50,600 41,500 38,400 30,700 

最低（円） 31,850 27,800 38,700 32,100 29,000 22,800 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けておりま

す。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   1,189,245     705,129     753,875     

２．受取手形 ※３ 75,705     22,585     17,437     

３．売掛金   2,135,549     503,405     3,259,694     

４．たな卸資産   164,582     441,236     315,445     

５．前渡金   208,059     194,763     153,296     

６．その他 ※２ 95,613     61,027     231,246     

貸倒引当金   △897     △262     △1,346     

流動資産合計     3,867,857 76.9   1,927,885 72.8   4,729,649 82.9 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１ 29,726     66,681     32,489     

２．無形固定資産   3,899     9,201     4,922     

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   755,181     339,630     639,773     

(2）その他   375,495     331,231     296,000     

   貸倒引当金   △1,774     △27,069     －     

投資その他の資産合計   1,128,902     643,792     935,774     

固定資産合計     1,162,528 23.1   719,676 27.2   973,186 17.1 

資産合計     5,030,385 100.0   2,647,561 100.0   5,702,836 100.0 

                      

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金   1,928,461     243,314     2,820,955     

２．短期借入金   －     100,000     100,000     

３．１年以内返済予定
長期借入金 

  34,000     －     17,500     

４．未払法人税等   46,735     4,696     －     

５．前受金   308,625     326,333     226,044     

６．賞与引当金   68,318     87,786     84,106     

７．役員賞与引当金   14,000     14,000     －     

８. その他 ※2 64,710     125,072     69,466     

流動負債合計     2,464,852 49.0   901,202 34.0   3,318,072 58.2 

Ⅱ 固定負債                     

１．繰延税金負債   －     4,399     －     

固定負債合計     － －   4,399 0.2   － － 

負債合計     2,464,852 49.0   905,602 34.2   3,318,072 58.2 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                      

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     1,182,604 23.5   1,182,604 44.7   1,182,604 20.7 

２．資本剰余金                     

（1）資本準備金   1,229,039     929,039     1,229,039     

（2）その他資本剰余
金 

  －     300,000     －     

資本剰余金合計     1,229,039 24.4   1,229,039 46.4   1,229,039 21.6 

３．利益剰余金                     

（1）利益準備金   10,000     10,000     10,000     

（2）その他利益剰余
金 

                    

   別途積立金   130,000     130,000     130,000     

繰越利益剰余金   410,690     △535,834     106,024     

利益剰余金合計     550,690 10.9   △395,834 △14.9   246,024 4.3 

４．自己株式     △166,292 △3.3   △280,637 △10.6   △280,637 △4.9 

株主資本合計     2,796,042 55.5   1,735,172 65.6   2,377,030 41.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評 
価差額金 

    △230,509 △4.5   1,514 0.0   7,733 0.1 

評価・換算差額等合 
計 

    △230,509 △4.5   1,514 0.0   7,733 0.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   5,272 0.2   － － 

純資産合計     2,565,533 51.0   1,741,959 65.8   2,384,764 41.8 

負債純資産合計      5,030,385 100.0   2,647,561 100.0   5,702,836 100.0 

                      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,159,762 100.0   1,148,783 100.0   4,220,929 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,598,824 74.0   929,894 81.0   3,144,653 74.5 

売上総利益     560,938 26.0   218,889 19.0   1,076,276 25.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    496,312 23.0   556,332 48.4   996,794 23.6 

営業利益又は 
営業損失（△） 

    64,625 3.0   △337,442 △29.4   79,481 1.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１   8,943 0.4   6,624 0.6   12,150 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   8,911 0.4   17,584 1.5   25,628 0.6 

経常利益又は 
経常損失（△） 

    64,657 3.0   △348,402 △30.3   66,003 1.6 

Ⅵ 特別利益 ※３   830 0.0   1,984 0.2   381 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   － －   68,229 6.0   502,652 11.9 

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△） 

    65,488 3.0   △414,647 △36.1   △436,268 △10.3 

法人税、住民税及
び事業税 

  43,393     2,115     3,780     

過年度法人税等   －     －     15,410     

法人税等調整額   △5,056 38,336 1.7 225,095 227,210 19.8 △177,943 △158,753 △3.7 

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    27,151 1.3   △641,858 △55.9   △277,514 △6.6 

                      



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
1,182,604 1,229,039 10,000 105,000 515,019 630,019 － 3,041,663 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て       25,000 △25,000 －   － 

利益処分による配当         △74,480 △74,480   △74,480 

利益処分による役員賞与          △32,000 △32,000   △32,000 

中間純利益         27,151 27,151   27,151 

自己株式の取得             △166,292 △166,292 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － 25,000 △104,328 △79,328 △166,292 △245,620 

平成18年９月30日残高 

（千円） 
1,182,604 1,229,039 10,000 130,000 410,690 550,690 △166,292 2,796,042 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
△38,577 △38,577 3,003,085 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て     － 

利益処分による配当     △74,480 

利益処分による役員賞与     △32,000 

中間純利益     27,151 

自己株式の取得     △166,292 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△191,931 △191,931 △191,931 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△191,931 △191,931 △437,552 

平成18年９月30日残高 

（千円） 
△230,509 △230,509 2,565,533 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本準備金 

 その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計  
利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合計 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日残高 

（千円） 
1,182,604 1,229,039 － 1,229,039 10,000 130,000 106,024 246,024 △280,637 2,377,030 

中間会計期間中の変動額                    

資本準備金からその他資本剰

余金への振替 
  △300,000 300,000 －           － 

中間純損失(△)             △641,858 △641,858   △641,858 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ △300,000 300,000 － － － △641,858 △641,858 － △641,858 

平成19年９月30日残高 

（千円） 
1,182,604 929,039 300,000 1,229,039 10,000 130,000 △535,834 △395,834 △280,637 1,735,172 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計  
その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日残高 

（千円） 
7,733 7,733 － 2,384,764 

中間会計期間中の変動額        

資本剰余金からその他資本剰

余金への振替 
      － 

中間純損失(△)       △641,858 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△6,218 △6,218 5,272 △946 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△6,218 △6,218 5,272 △642,804 

平成19年９月30日残高 

（千円） 
1,514 1,514 5,272 1,741,959 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合計 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
1,182,604 1,229,039 1,229,039 10,000 105,000 515,019 630,019 － 3,041,663 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立  （注）         25,000 △25,000 －   － 

剰余金の配当    （注）           △74,480 △74,480   △74,480 

役員賞与      （注）           △32,000 △32,000   △32,000 

当期純損失（△）           △277,514 △277,514   △277,514 

自己株式の取得               △280,637 △280,637 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 25,000 △408,994 △383,994 △280,637 △664,632 

平成19年３月31日残高 

（千円） 
1,182,604 1,229,039 1,229,039 10,000 130,000 106,024 246,024 △280,637 2,377,030 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
△38,577 △38,577 3,003,085 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立 （注）     － 

剰余金の配当   （注）     △74,480 

役員賞与     （注）     △32,000 

当期純損失（△）     △277,514 

自己株式の取得     △280,637 

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額） 
46,311 46,311 46,311 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
46,311 46,311 △618,321 

平成19年３月31日残高 

（千円） 
7,733 7,733 2,384,764 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
        

税引前中間純利益又は税引

前中間（当期）純損失

（△） 

  65,488 △414,647 △436,268 

減価償却費   4,719 7,039 9,287 

賞与引当金の増減額   12,946 3,679 28,734 

役員賞与引当金の増減額   14,000 14,000 ― 

貸倒引当金の増減額   △830 25,984 △2,155 

受取利息及び受取配当金   △8,657 △4,478 △11,475 

支払利息   531 789 1,021 

投資有価証券評価損   ― 40,960 502,652 

デリバティブ評価損    272 12,655 15,386 

売上債権の増減額   △596,298 2,751,140 △1,660,401 

たな卸資産の増減額   △113,668 △130,130 △265,253 

仕入債務の増減額   927,444 △2,577,640 1,819,938 

未払消費税等の増減額   △18,484 ― △28,582 

役員賞与の支払額   △32,000 ― △32,000 

その他   △3,470 35,330 △23,827 

小計   251,991 △235,317 △82,943 

利息及び配当金の受取額   8,615 4,166 11,253 

利息の支払額   △518 △682 △1,106 

法人税等の支払額   △57,721 △1,891 △144,719 

法人税等の還付   ― 70,961 ― 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
  202,367 △162,762 △217,516 

 



    

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
        

定期預金の預入による支出   △181,320 △230,785 △286,433 

定期預金の払戻による収入   118,714 122,331 208,799 

有形固定資産の取得による

支出 
  △230 △13,217 △2,425 

無形固定資産の取得による

支出 
  ― △5,263 △2,000 

投資有価証券の取得による

支出 
  △16,702 △600 △17,302 

投資有価証券の売却による

収入 
  ― 240,900 ― 

貸付けによる支出   △30,000 ― △30,000 

貸付けの回収による収入   ― ― 30,000 

会員権の取得による支出   △4,000 ― △4,000 

敷金及び保証金の差入によ

る支出 
  △475 ― △5,060 

その他   △1,491 △1,009 △2,983 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
  △115,506 112,355 △111,406 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
        

短期借入金の増減額   ― ― 100,000 

長期借入金の返済による支

出 
  △49,520 △17,500 △66,020 

自己株式の取得による支出   △166,292 ― △280,637 

配当金の支払額   △73,091 △293 △73,859 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
  △288,904 △17,793 △320,517 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
  ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △202,043 △68,200 △649,440 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,206,649 557,209 1,206,649 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 1,004,606 489,009 557,209 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して 

おります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ         

時価法 

(2）デリバティブ     

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

  仕掛品 

個別法による原価法を採用

しております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  建物 15年

工具器具備品 ４～10年

    

  ―  (会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これによる営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失に対す

る影響は軽微であります。 

―  

  ―  (追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これによる営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失に対す

る影響は軽微であります。 

―  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、販売可能

な有効期間（３年以内）に基

づく定額法、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

     （会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号  平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利

益は14,000千円減少しており

ます。 

―    （会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準第４号  平成17年11月

29日）を適用しております。

これによる損益に与える影響

はありません。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。ただし、特

例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理

を、振当処理の要件を満たす

為替予約については振当処理

を採用しております。    

(1）ヘッジ会計の方法 

同左  

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

・・・１為替予約取引 

２金利スワップ 

ヘッジ対象 

・・・１外貨建金銭債務 

２借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

当社の内部規程に基づき、営

業活動及び財務活動における

為替変動リスク及び金利変動

リスクをへッジしておりま

す。  

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断し

ております。ただし、金利ス

ワップについては、特例処理

の要件を満たしているので中

間決算日における有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断し

ております。ただし、金利ス

ワップについては、特例処理

の要件を満たしているので決

算日における有効性の評価を

省略しております。 

６．中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー

計算書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、2,565,533千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部は、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、2,384,764千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部は、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 「投資有価証券」は、前中間期まで、他の投資その他

の資産と合わせて「投資その他の資産」として一括して

表示しておりましたが、当中間期末において資産の総額

の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は、

120,940千円であります。 

―――― 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（売上高の純額表示に関する会計処

理） 

 平成18年３月30日公表「ソフトウェ

ア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第17号）の趣旨に鑑み、

従来、総額表示としていた取引の仲介

等に係る収益を当中間会計期間より仕

入高と相殺のうえ、純額表示にて計上

することといたしました。この結果、

従来の方法に比べ売上高、売上原価は

それぞれ2,520,613千円減少いたしま

したが損益に与える影響はありませ

ん。 

──── （売上高の純額表示に関する会計処

理） 

 平成18年３月30日公表「ソフトウェ

ア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第17号）の趣旨に鑑み、

従来、総額表示としていた取引の仲介

等に係る収益を当事業年度より仕入高

と相殺のうえ、純額表示にて計上する

ことといたしました。従来の方法に比

べ売上高、売上原価はそれぞれ

8,256,722千円減少いたしましたが損

益に与える影響はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

18,338千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

27,984千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

21,929千円 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に表示しておりま

す。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に表示しておりま

す。 

※２.    ―――― 

※３．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

受取手形 64,757千円

※３．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

受取手形 5,560千円

※３.    ―――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 60千円

受取配当金 4,062 

有価証券利息 4,534 

受取利息 624千円

受取配当金 1,561 

有価証券利息 2,292 

受取利息 585千円

受取配当金 4,062 

有価証券利息 6,826 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 531千円

為替差損 7,603 

支払利息 789千円

為替差損 4,139 

デリバティブ評価

損 

12,655 

支払利息 1,021千円

為替差損 8,373 

デリバティブ評価

損 

15,386 

※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 830千円

※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 1,084千円

投資有価証券売却

益 

900 

※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 381千円

※４．    ―――― ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

  投資有価証券評価

損 

40,960千円

貸倒引当金繰入額 27,069 

投資有価証券評価

損 

502,652千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 3,371千円

無形固定資産 1,348 

有形固定資産 6,054千円

無形固定資産 984 

有形固定資産 6,962千円

無形固定資産 2,324 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加117,600株は、平成18年４月１日付で１株につき４株の割合で実施した株式

分割（無償交付）によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,659株は、平成18年８月21日取締役会決議に基づく市場取引による買

受けによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 39,200 117,600 ― 156,800 

合計 39,200 117,600 ― 156,800 

自己株式        

普通株式 ― 1,659 ― 1,659 

合計 ― 1,659 ― 1,659 

    決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 74,480 1,900 平成18年３月31日 平成18年６月26日 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）上記の新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 156,800 － － 156,800 

合計 156,800 － － 156,800 

自己株式        

普通株式 3,000 － － 3,000 

合計 3,000 － － 3,000 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計期 

間末残高 

（千円） 
前事業年度末 

当中間会計期

間増加  

当中間会計期

間減少  

当中間会計期

間末  

 提出会社 
 ストック・オプションとしての 

新株予約権 
 －  －  －  －  － 5,272 

 合計  －  －  －  －  － 5,272 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加117,600株は、平成18年４月１日付で１株につき４株の割合で実施した株式

分割（無償交付）によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加3,000株は、平成18年８月21日取締役会決議に基づく市場取引による買

受けによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 39,200 117,600 － 156,800 

合計 39,200 117,600 － 156,800 

自己株式        

普通株式 － 3,000 － 3,000 

合計 － 3,000 － 3,000 

    決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 74,480 1,900 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,189,245 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△184,638 

現金及び現金同等

物 
1,004,606 

  （千円）

現金及び預金勘定 705,129

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△216,119

現金及び現金同等

物 
489,009

  （千円）

現金及び預金勘定 753,875

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△196,666

現金及び現金同等

物 
557,209



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産 

174,991 66,314 108,676 

無形固定資
産 

47,430 5,639 41,791 

合計 222,422 71,954 150,467 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産 

249,923 111,887 138,035 

無形固定資
産 

54,272 12,545 41,727 

合計 304,195 124,433 179,762 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産 

212,124 87,145 124,979 

無形固定資
産 

43,590 7,118 36,472 

合計 255,714 94,263 161,451 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等  

未経過リース料期末残高相当額

１年内 56,501千円

１年超 98,029千円

合計 154,530千円

１年内 74,867千円

１年超 110,128千円

合計 184,996千円

１年内 66,028千円

１年超 99,961千円

合計 165,990千円

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 28,161千円

減価償却費相

当額 
26,589千円

支払利息相当

額 
2,150千円

支払リース料 49,078千円

減価償却費相

当額 
46,025千円

支払利息相当

額 
4,230千円

支払リース料 64,376千円

減価償却費相

当額 
60,550千円

支払利息相当

額 
4,862千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,720千円

１年超 5,580千円

合計 9,300千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,720千円

１年超 1,860千円

合計 5,580千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,720千円

１年超 3,720千円

合計 7,440千円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間会計期間において、投資有価証券40,960千円の減損処理を行っております。 

２．時価のない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当事業年度において、投資有価証券502,652千円の減損処理を行っております。 

２．時価のない主な有価証券の内容 

         区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 829,724 438,922 △390,802 

(2）社債 100,764 97,015 △3,748 

合計 930,488 535,937 △394,550 

             内容 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 219,243 

         区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 47,311 54,673 7,361 

(2）社債 100,764 69,245 △31,518 

合計 148,075 123,918 △24,157 

             内容 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 215,712 

         区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 327,671 338,341 10,669 

(2）社債 100,764 81,900 △18,863 

合計 428,435 420,242 △8,193 

             内容 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 219,531 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

複合金融商品関連 

（注）１．前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末 

①時価の算定方法については、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

②組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を

損益に計上しております。 

③契約額等には、当該複合金融商品（他社株転換社債）の額面金額を記載しております。 

④ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

区分 種類 

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末  

（平成19年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引 

以外の取引 
他社株転換社債 100,764 97,015 △3,748 100,764 69,245 △31,518 100,764 81,900 △18,863 

合計 100,764 97,015 △3,748 100,764 69,245 △31,518 100,764 81,900 △18,863 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ３名 

当社監査役 １名 

当社従業員 109名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 4,000株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 
付与日（平成18年４月24日）から権利確定日（平成19年６

月30日）まで継続して勤務していること 

 対象勤務期間 
平成18年４月24日 

～平成19年６月30日 

 権利行使期間 
平成19年７月１日 

～平成22年６月30日 

 権利行使価格（円） 168,347 

 付与日における公正な評価単価（円） ― 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

    １．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

    販売費及び一般管理費   5,272千円 

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）及び前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  平成19年ストックオプション  

 付与対象者の区分及び人数  当社従業員 133名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式 1,000株  

 付与日  平成19年６月６日 

 権利確定条件 
 付与日（平成19年６月６日）から権利確定日（平成20年

６月30日）まで継続して勤務していること 

 対象勤務期間 
 平成19年６月６日 

～平成20年６月30日 

 権利行使期間 
 平成20年７月１日 

～平成23年６月30日 

 権利行使価格（円） 45,600 

 付与日における公正な評価単価（円） 18,210 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ３名 

当社監査役 １名 

当社従業員 109名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 4,000株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 
付与日（平成18年４月24日）から権利確定日（平成19年６

月30日）まで継続して勤務していること 

 対象勤務期間 
平成18年４月24日 

～平成19年６月30日 

 権利行使期間 
平成19年７月１日 

～平成22年６月30日 

 権利行使価格（円） 168,347 

 付与日における公正な評価単価（円） ― 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失（△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 16,536円78銭

１株当たり中間純利

益金額 
173円40銭

１株当たり純資産額 11,291円85銭

１株当たり中間純損

失金額 
4,173円33銭

１株当たり純資産額 15,505円62銭

１株当たり当期純損

失金額 
1,787円20銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、希薄化効果を有

しないため、記載しておりません。 

 

 当社は、平成18年４月１日付で株式

１株につき４株の株式分割を行ってお

ります。なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における

（１株当たり情報）の各数値はそれぞ

れ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成18年４月１日付で株式

１株につき４株の株式分割を行ってお

ります。なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における

（１株当たり情報）の各数値はそれぞ

れ以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１

日 

至 平成17年９月30

日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり

純資産額 

10,507円

64銭

１株当たり

中間純利益

金額 

788円

69銭

１株当たり

純資産額 

18,948円

25銭

１株当たり

当期純利益

金額 

996円

99銭

 なお、潜在株式調

整後１株当たり中間

純利益金額について

は、潜在株式が存在

しませんので、記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益金額について

は、潜在株式が存在

しませんので、記載

しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 18,948円25銭

１株当たり当期純利

益金額 
996円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（千円） 
27,151 △641,858 △277,514 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千円） 
27,151 △641,858 △277,514 

期中平均株式数（株） 156,583 153,800 155,279 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

平成17年６月23日定時株

主総会決議ストック・オ

プション 

（新株予約権方式） 

4,000株 

－ － 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．平成18年６月23日開催の第17回定時株主総会において承認されましたストックオプションとして新株予約権を発行

する件について、平成19年６月５日開催の取締役会において具体的な発行内容を決議いたしました。 

   新株予約権の発行内容 

   ①新株予約権の発行日                               平成19年６月６日 

   ②新株予約権の発行数                                    1,000個 

   ③新株予約権の発行価額                                    無償 

   ④新株予約権の目的たる株式の種類及び数                    当社普通株式 1,000株 

   ⑤新株予約権の行使に際しての払込金額                       １株につき45,600円 

   ⑥新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額                 45,600,000円 

   ⑦新株予約権の行使期間                                    平成20年７月１日から平成23年６月30日 

   ⑧新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち資本に組入れない額     22,800,000円 

                                                      （１株につき22,800円） 

   ⑨新株予約権の割当対象者数                                            当社の従業員133名 



２． 当社は、平成19年６月21日開催の第18回定時株主総会において、会社法第236条、第238条および第239条の規定に

基づき、当社の取締役および従業員に対して特に有利な価額をもって新株予約権を発行することを決議いたしまし

た。 

 その内容は次のとおりであります。 

（平成19年６月21日定時株主総会決議） 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

 また、割当日後に時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げます。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。 

 さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、その他これらに準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額の調整を行います。

決議年月日 平成19年６月21日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役および従業員（注１）  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 2,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

本新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が

成立していない日を除く）のジャスダック証券取引所に

おける当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額

とし、１円未満の端数は切上げる。ただし、その価額が

本新株予約権発行日の終値（取引が成立していない場合

はその前日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価

額とする。（注） 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月１日 

至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

①各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

②本新株予約権は、本新株予約権の行使時において当社

の取締役および従業員の地位を有していることを要す

る。 

③本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は

認めない。 

④その他の権利行使の条件は、取締役会が定めるものと

する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による本新株予約権の取得については、取締役会の

決議による承認を要する 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
 1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月11日 

株式会社テリロジー  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 守谷 徳行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社テリロジーの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平

成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社テリロジーの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月

1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月10日 

株式会社テリロジー  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中山 毅章  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テリロジーの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成19年4月

1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社テリロジーの平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月

1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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